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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

  
(注) １ 当社は関連会社が無いため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりません。また、連結財務諸表

は作成しておりませんので、連結会計年度に係わる主要な経営指標等の推移についても記載しておりません。 
２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 
３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
４  平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益
に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成14年９月25日  企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  平成14年９月25日  企業会計基準適用指針第４号）を適用しておりま
す。   

５ 平成16年３月期は、固定資産の減損に係る会計基準を適用し、減損損失を1,148,018千円計上しています。 
６ 資本金は、平成16年6月29日開催の第70期定時株主総会において資本減少を決議し、平成16年8月6日に減資を行っており

ます。 
  

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 6,131,749 6,213,858 5,965,699 5,124,841 5,482,545

経常利益又は経常損失
（△） 

(千円) △82,496 96,497 △132,478 51,836 △126,057

当期純利益又は当期純損
失（△） 

(千円) △260,252 △373,045 △1,545,497 42,729 △113,681

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,147,565 2,147,565 2,147,565 1,000,000 1,000,000

発行済株式総数 (株) 19,167,715 19,167,715 19,167,715 19,167,715 19,167,715

純資産額 (千円) 4,947,956 4,399,290 2,948,606 2,979,720 2,932,151

総資産額 (千円) 11,377,212 10,138,605 8,248,111 7,387,272 7,150,662

１株当たり純資産額 (円) 258.15 231.46 156.34 158.03 155.60

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△） 

(円) △13.57 △19.50 △81.64 2.26 △6.03

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.5 43.3 35.7 40.3 41.0

自己資本利益率 (％) ― ― ― 1.4 ―

株価収益率 (倍) ― ― ― 55.1 ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 661,827 776,591 203,118 2,260 202,881

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 125,521 △19,709 △110,526 401,102 340,388

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △719,088 △976,320 △414,538 △655,093 △249,284

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 1,126,944 907,505 585,559 333,830 627,814

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
314 

(55)

276

(43)

207

(40)

183 

(49)

187

(40)



２ 【沿革】 

  

  

昭和10年５月 愛知県常滑市に西浦製陶株式会社を設立。(資本金 25千円) 

昭和23年１月 本社工場にて衛生陶器の製造を始める。 

昭和35年５月 愛知県常滑市に大野工場を新設。 

昭和42年６月 東京都府中市に東京営業所を開設。 

    ７月 名古屋証券取引所市場第２部に上場。 

昭和43年９月 大阪市西区に大阪営業所を開設。(昭和50年２月支店に昇格) 

昭和45年４月 福岡市中央区に福岡事務所を開設。(昭和50年２月営業所に昇格) 

    12月 

  

東京都新宿区に東京営業所を移転し、府中市の旧東京営業所を配送センターとする。

(昭和50年２月支店に昇格) 

昭和47年１月 名古屋市中村区に名古屋営業所を開設。(昭和55年６月支店に昇格) 

昭和51年１月 外装床陶板を商品化。 

昭和54年１月 

  

愛知陶管工業株式会社及び常磐西浦製陶株式会社を合併し、ジャニス工業株式会社と

社名変更する。(資本金 682,500千円) 

  
東京支店を新宿区大久保に、大阪支店を北区天満橋に拡張移転し、仙台市太白区に仙

台営業所を開設。 

昭和62年２月 東京支店を新宿区高田馬場に拡張移転。 

    ８月 愛知県常滑市に久米工場を新設。 

平成元年３月 決算期を11月25日から３月31日に変更。 

平成６年２月 東京都内の府中配送センターを小金井配送センターに統合。 

    10月 名古屋支店を名古屋市中区に移転。 

平成７年７月 名古屋支店を本社に移転し、中部営業所とする。 

平成８年８月 株式会社INAXと業務提携。 

平成９年７月 東京支店を小金井市に移転し、小金井配送センターと統合。 

平成12年11月 大阪支店を大阪府吹田市に移転。 

平成15年４月 大阪支店を大阪府東大阪市に移転。 

平成17年２月 下水道用セラミックパイプ事業から撤退。 

     東京支店・中部支店・大阪支店を廃止し、東日本支店と西日本支店に組織変更。 



３ 【事業の内容】 

当社は、衛生設備機器、外装床陶板、陶製ブロックの製造販売を主な事業内容としております。 

自社の生産能力を超える部分については、協力工場に生産委託し、製品の仕入を行っています。 

また、株式会社INAXからは、衛生陶器の生産委託を受けています。 

  

[事業関連図] 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

関係会社はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社における状況 

事業部門別の従業員を示すと次のとおりであります。 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合はジャニス工業労働組合と称し、平成18年３月31日現在組合員数は151名であり、上部団体には加

盟しておりません。労使関係は結成以来、相互信頼を基盤として安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

事業部門別 従業員数(名)

衛生機器事業部 162                    (38)

建材事業部 14                    ( 2)

管理部門 11                    (―)

合計 187                    (40)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

  187 （40） 41.5 17.7 4,386,271 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(１)業績 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の回復により設備投資が堅調に推移するとともに、雇用や所得環境の好転に伴い

個人消費も緩やかに増加するなど、総じて景気回復傾向にありました。しかしながら、原油・素材価格の高騰に加え、金利上昇

懸念が台頭するなど、先行き不透明感を増しております。 

当社関連業界におきましては、新設住宅着工は緩やかな増加基調を持続したものの、公共投資の大幅な減少 

に加え、原材料費および燃料費のコストアップ等により、厳しい状況が続きました。 

このような情勢のもとで、当社は、一人当りの売上高の増大を図るべく、効率的な営業、新規取引先の獲得を進めるととも

に、労務費および物流費等の削減に努めてまいりました。 

その結果、当事業年度の売上高は5,482百万円となり、前期に比べ357百万円(7.0％)増加しました。しかしながら、経常損益

は、販売競争の熾烈化、コストダウンの遅れ、生産効率の低下等により、前期の51百万円の利益に対して、126百万円の損失とな

りました。また、当期純損益は、前期の42百万円の利益に対して、113百万円の損失となりました。 

  

事業別概況は、次のとおりであります。 

  

①衛生機器事業 

衛生機器事業につきましては、新商品ジーナプリモの販売に注力するとともに、前期から進めております省施工節水便器「楽

れっと」と省エネ温水洗浄便座「サワレット」および多目的洗面化粧台「楽くりーんＳ」のセット販売による新規取引先の獲得

を進めてまいりました。その結果、衛生機器事業の売上は、前期比19.9％増加して5,022百万円となりました。 

利益面におきましては、販売価格の低下が厳しいことに加え、樹脂原料および燃料費等の高騰、新商品投入時の生産効率低下

等の影響を受けました。その結果、営業損益は前期の156百万円の利益から43百万円の損失となりました。 

②建材事業 

建材事業につきましては、透水性舗装材「ニュータフポーラ」を中心に拡販を進めるとともに、点字陶板のOEM生産の強化を進

めてまいりましたが、特に当地区におきましては、前期の中部国際空港および万博関連の特需が消滅した影響を予想以上に受

け、当初計画した売上を若干下回りました。その結果、建材事業の売上高は、前期比50.9％減少して460百万円となりました。 

利益面におきましては、売上の大幅な減少に加え、原材料費および燃料費の高騰等から、当初見込んでいた以上に損失が拡大

しました。その結果、営業損益は前期比15百万円損失を減少できたものの、63百万円の損失となりました。 

  

  

  



(２)キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期と比べ293百万円増加し、627百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは202百万円となり、前期と比べ200百万円増加しました。主な内訳は、税引前当期純損失

316百万円、減価償却費等の非現金支出費用348百万円、仕入債務の増加191百万円であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは340百万円となり、前期と比べ60百万円減少しました。主な内訳は、遊休不動産等の有形

固定資産の売却による収入518百万円、投資有価証券の売却による収入87百万円、有形固定資産の取得による支出238百万円であ

ります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは△249百万円となり、前期と比べ405百万円減少しました。これは、主に借入金の返済に

よるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当事業年度の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当事業年度の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は仕入原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(3) 受注状況 

当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  
(4) 販売実績 
当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注)  １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

             ２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合  

事業部門別 

第72期
(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

衛生機器事業部 2,595,287 98.6 

建材事業部  814,664 188.6 

合計 3,409,951 111.3 

事業部門別 

第72期
(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

衛生機器事業部 946,979 135.1 

建材事業部 35,017 42.1 

合計 981,996 125.2 

事業部門別 

第72期
(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

衛生機器事業部 5,022,301 119.9 

建材事業部 460,243 49.1 

合計 5,482,545 107.0 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

安宅建材㈱ 177,199 3.4 627,447 11.4 

㈱ＩＮＡＸ 485,475 9.4 581,280 10.6 



３ 【対処すべき課題】 

現在のわが国経済は、当面回復基調を維持して推移するものと考えられますが、原油・原材料の価格動向および為替変動等の不

安要因もあり、景気回復の持続には懸念が残る状況です。当社を取り巻く環境としましては、民間住宅投資はこれまで牽引役を果

たしてきた分譲住宅が調整局面を迎えることが予想されており、公共投資は引き続き縮小が見込まれ、厳しい状況が続くものと思

われます。 

このような状況下にありまして、当社は平成14年6月に現社長が就任し、「破壊と再生」をスローガンに掲げ、資産圧縮、不採算

部門からの撤退、人員の適正化等の「破壊」の部分の施策を中心に取り組んでまいりました。また、平成16年10月より「第一次中

期経営計画」をスタートさせ、計画最終年度の平成19年3月期決算において、売上高5,450百万円、営業利益360百万円、経常利益

300百万円を計上することを目標として、「再生」に向けた販売強化等の施策にも取り組んでまいりました。 

その結果、当期決算おいて、売上高につきましては計画を１年前倒しで達成することができました。 

しかしながら、利益面におきましては、前記「１業績等の概要」で説明しましたとおり、販売競争の熾烈化、コストダウンの遅

れ、生産効率の低下等により、大幅な損失を計上することとなりました。 

平成16年10月の「第一次中期経営計画」の策定時と現在とを比較しますと、競争熾烈化による販売単価の下落が進んだことに加

え、原油価格の高騰等に伴う諸経費のコストアップが重なり、当初計画しておりました利益を計上することが難しい状況となって

きております。 

こうした状況を踏まえて、今後は、売上の確保とともに、いかに収益性の向上を図っていくかを課題として取り組んでいきたい

と考えております。具体的には、衛生機器事業においては、巨大企業が君臨する中で、大手にはできないサービスと付加価値の高

い商品を提供することであり、建材事業においては、公共投資が縮減する中で、環境にやさしい商品を提供することであります。

そういった課題に対処し、「再生」を果たすために、より一層のコストダウンを含めた新たな経営計画を策定し、赤字体質から脱

却するとともに、今後は当社が提供する商品が市場で評価され、安定的に利益を確保できるよう取り組んでまいります。 

  

  

  



４ 【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ 

す可能性があると考えられる事項には以下のようなものがあります。なお、当社は、これらのリスクの発生の可 

能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存であります。 

 本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判 

断したものであります。 

  

（１）特定の事業への依存度 

当社は、衛生機器事業および建材事業を展開しておりますが、当事業年度の売上において91.6％の割合を占め 

る衛生機器事業のウエイトが高くなっております。当社は、従来より衛生機器事業を柱とした経営戦略をとってきており、今後

もその傾向を強めていく予定でございます。従いまして、当社の経営は、衛生機器事業の業績に大きく左右されます。 

   

（２）経済状況 

    当社の営業収入は日本国内向けの売上によるものであることから、日本経済の影響を強く受けるものとなっ 

ております。具体的には、衛生機器事業については新設住宅着工件数の影響を大きく受け、建材事業について 

は公共投資の影響を大きく受けております。平成17年度の新設住宅着工件数は緩やかな増加基調を維持したも 

のの、これまで牽引役を果たしてきた分譲住宅が調整局面を迎えることが予想されるなど、先行きは不透明な 

状況です。また、公共投資については、減少が続いており、今後も減少傾向が予想されます。従いまして、今 

後、新設住宅着工件数、公共投資が一段と落ち込むようであれば、当社の経営に悪影響を及ぼす可能性があり 

ます。 

   

（３）業界動向および競合等について 

   衛生機器事業、建材事業ともに、新しい競合先の台頭はあまり予想されないものの、既存競合先は海外生産 

および海外からの安い商品の調達を進めており、価格競争が激化する可能性があります。また、競合先が革新 

的な新商品を開発し、当社取扱製品の急速な陳腐化、市場性の低下をまねく可能性があります。その場合、当 

社の経営に悪影響を及ぼす可能性があります。 

    

（４）ＯＥＭ顧客企業の業績への依存 

   当社は、株式会社ＩＮＡＸと契約を締結し、生産性の向上とコストダウンのための技術指導を受けるととも 

に、生産委託を受けております。生産委託については、金額は定められておらず、今後、ＯＥＭ生産額が減少 

する可能性があり、その場合、当社の経営に悪影響を及ぼす可能性があります。 

    

（５）原材料・燃料等の価格変動による営業について 

   当社の生産活動にあたっては、陶器原料、樹脂原料、金具部品、軽油・灯油等の燃料、ダンボール等、種々 

の原材料を使用し、商品を生産しております。これら原材料・燃料等の価格変動に対しましては、生産効率化 

等で吸収を図っておりますが、市況が高騰し、予想を上回る原材料・燃料費の上昇が起こった場合には、当社 

の経営に悪影響を及ぼす可能性があります。 

    

（６）為替相場等の変動による影響について 

   当社の製品には、海外から米ドル建てで仕入れているものが若干含まれているため、当社の経営成績に対し 

て、円高は好影響をもたらし、円安は悪影響をもたらします。また、国内の商社等から円建てで調達している 

海外産の原材料や、燃料等についても、為替等の相場変動により仕入価格が上下する可能性があります。 



    

（７）製品の欠陥について 

   当社は、厳しい品質管理基準に基づいて各種の製品を製造しております。しかし、全ての製品について欠陥 

がなく、将来に回収、無償修理、補償等が発生しないという保証はありません。また、製造物責任賠償保険に 

ついては保険加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はあ 

りません。さらに、引き続き当社がこのような保険に許容できる条件で加入できるとは限りません。従いまし 

て、大規模な製品の欠陥が発生した場合、多額のコストの発生や、当社の評価に重大な影響を与え、それによ 

り売上が低下し、当社の経営に悪影響を及ぼす可能性があります。 

   

（８）災害等による影響 

当社の生産拠点は愛知県常滑市に集中しております。耐震工事等の必要な措置は講じておりますが、東海地震・東南海地震等

の大規模災害が発生した場合、操業ができなくなる事態が考えられ、当社の経営に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

  

  

６ 【研究開発活動】 

当社はの研究開発は、人にやさしい快適な生活環境づくりに貢献することをめざして、商品企画開発部と生産技術部

を中心に活動しております。 

  

 今期の商品開発は、価格競争に巻き込まれ体力の消耗に終始する従来のマーケットだけでなく、ジャニスのオリジ

ナルな発想による付加価値の高い、新市場を開拓する商品のスタートとしました。その第一弾として新発想の便器

「ジーナプリモ」を開発しました。  

これは、給水タンクを低くコンパクトにし、トイレを広々と感じさせるローシルエットの高級感溢れる「クーペスタ

イル」の便器です。さらに「ジーナプリモ」を進化させ、機能アップとともに、トイレをトータルに提案できる各種

の空間部材をセットにした「ジーナプリモ・プラス」を商品化しました。「ジーナプリ モ・プラス」にはリモコン操

作による洗浄や弁蓋開閉の機能を持たせ、便器とペアカラーのコンパクトでスリムなデザインの陶器製オリジナル手

洗い器を用意し。新色によるカラーバリエーションと、オリジナルのカウンター、収納キャビネット、手摺りなどの

部材のセットとともに、より楽しくお客様に上質なトイレ 空間を提供できる商品としました。現在、着実に市場から

評価され始めております。  

 生産技術では、衛生陶器製造の基礎技術研究を進めることでジャニス式JIT生産の条件整備を行うとともに、原料工

程の抜本的な改革を実行し、 さらに都市ガスへの燃料転換に着手しました。また、組立部門では部品在庫、仕掛品、

製品在庫の大幅な圧縮を進めました。景観材部門では、透水性舗装材タフポーラの原料改革を行い、コストダウンと

ともに環境負荷を低減することができました。 

  

当事業年度の研究開発費の総額は 165,538千円で、衛生機器部門では 151,641千円、建材部門では13,896千円とな

っております。 

  

  

相手会社名 契約製品 業務提携の内容 契約期間 対価 

株式会社INAX 衛生陶器 

生産性の向上とコストダウンのための技術
指導をうける。 

平成８年11月１日から
10年間 

実施料 一定料率

生産委託(OEM)を受ける。 
平成８年10月20日から

10年間 
― 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

 本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判 

断したものであります。 

  

（１）重要な会計方針及び見積り 

  当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。この財務諸表の作成

にあたっては、過去の実績や合理的な方法等で処理しておりますが、引当金や資産の陳腐化等による評価減につきましては、過去

の実績や状況に応じ合理的と考えられる様々な要因に基づき、財政状態及び経営成績に影響を与える見積り額にて計上しておりま

す。なお、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果と見積り額が異なる場合があります。 

  

（２）当事業年度の経営成績の分析 

  当事業年度の経営成績の概要は、前記「１業績等の概要」に記載のとおりでありますが、そのポイントは次のとおりでありま

す。 

  売上高につきましては、5,482百万円となり前年同期比357百万円(7.0％)増加しました。これは、衛生機器事業の売上高が5,022

百万円と前期に比べ835百万円(19.9％)増加し、建材事業の売上高が460百万円と前期に比べ477百万円(50.9％)減少したためであり

ます。衛生機器事業の売上増加要因は、衛生陶器と周辺機器のセット販売による新規取引先の獲得、ＯＥＭ製品の販売増加等によ

るもので、建材事業の売上減少要因は、公共工事の減少、前事業年度に実施したセラミックパイプ部門からの撤退等であります。 

  営業損益につきましては、前期の76百万円の利益に対して、107百万円の損失となりました。主な要因は、競争熾烈化による販売

価格の低下、原材料費および燃料費の高騰、新製品投入や製品の大型化に伴う生産効率の低下等により、売上高総利益率が前年同

期と比べて5.1％低下したためであります。 

  経常損益につきましては、前期の51百万円の利益に対して、126百万円の損失となりましたが、営業外収支は、支払利息の減少等

により、前期と比べ6百万円改善しました。 

  当期純損益につきましては、前期の42百万円の当期純利益から、113百万円の当期純損失となりました。主な要因は、防府工場お

よび茨城工場を売却したことに伴い、固定資産除却売却損134百万円、工場撤去費用54百万円等が発生し、税引前当期純損失を316

百万円計上する一方、売却した土地の土地再評価に係る繰延税金負債の戻入額210百万円を法人税等調整額として処理したためであ

ります。 

  

  



（３）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

  当社の資金の状況は、次のとおりです。 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度に比べて200百万円増加し、202百万円となりました。主な内訳は、税引前当

期純損失316百万円の資金減少要因に対し、減価償却費等の非現金支出費用348百万円、仕入債務の増加191百万円等の資金増加要因

が生じたためであります。これらの要因から、当事業年度は純損失を計上したにもかかわらず、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーは前事業年度と比べ大幅に増加しました。 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度に比べて60百万円減少し、340百万円となりました。主な内訳は、防府工場お

よび茨城工場売却等の固定資産売却による収入518百万円、投資有価証券売却による収入87百万円の資金増加要因に対し、製造設備

等の有形固定資産の取得による支出238百万円等の資金減少要因が生じたためであります。 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度に比べて405百万円改善し、249百万円の支出となりました。この内訳は、短

期借入金の返済105百万円、長期借入金の返済142百万円、自己株式の取得1百万円であります。 

  これらの活動の結果、現金及び現金同等物の残高は、前事業年度に比べて293百万円増加し、当事業年度末には627百万円となり

ました。 

  

なお、財務状況に関する主要指標の推移は次のとおりであります。 

  

  自 己 資 本 比率 ： 自 己 資本 ／ 総 資 産 

  時価ベースの自己資本比率 ： 株 式 時 価 総額 ／ 総 資 産 

  債 務 償 還 年数 ： 有 利 子 負債 ／  営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利 払 い 

  

 ※１．いずれも財務数値により計算しております。 

 ※２．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。 

 ※３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

  14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期 

自己資本比率 43.5% 43.3% 35.7% 40.3%     41.0% 

時価ベースの自己資本比率 7.6% 5.6% 16.9% 31.9%     41.9% 

債務償還年数 5.9年 3.8年 12.2年 801.3年      7.7年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 6.0 8.4 2.7 0.0    4.3 



（４）経営成績に重要な影響を与える要因について 

  衛生機器事業については新設住宅着工件数の影響を大きく受け、建材事業については公共投資の影響を大きく受けております。

従いまして、今後、新設住宅着工件数、公共投資が一段と落ち込むようであれば、当社の経営に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。また、衛生機器事業、建材事業ともに、新しい競合先の台頭はあまり予想されないものの、既存競合先は海外生産および海外

から安い商品の調達を進めており、価格競争が熾烈化する可能性があります。 

  

（５）今後の見通し 

  今後の見通しにつきましては、景気は当面回復基調を維持して推移するものと考えられますが、原油・原材料の価格動向および

為替変動等の不安要因もあり、景気回復の持続には懸念が残る状況です。当社を取り巻く事業環境としましては、民間住宅投資が

調整局面を迎えることが予想されており、公共投資は引き続き縮小が見込まれるなど、厳しい状況が続くものと考えております。 

  このような厳しい状況に対応するため、当社は、平成16年3月期に固定資産減損会計を早期適用し、平成17年3月期に不採算部門

でかつ今後の事業好転が見込めないセラミックパイプ部門から撤退しました。その結果、前期決算では、11期振に経常損益・当期

純損益とも黒字を計上することができましたが、当期決算では、販売価格の低下、原材料および燃料費の高騰、生産効率の低下等

により、再び赤字を計上しました。今後は、原材料費および原油価格の沈静化が見込み難い状況の中で、新商品投入による粗利益

の向上、生産工程の改善、一層のコスト削減等を実施し、大手にはできない商品・サービスを提供することにより、当社の存在価

値を高め、全社一丸となって黒字回復を図っていく所存であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資については、生産の効率化、省力化、歩留まり向上などを目的とした設備投資を継続的に実

施しております。 

  

当事業年度の設備投資の総額は252,424千円であり、事業部別の設備投資について示すと、次のとおりであります。

, 

(1)衛生機器部門 

当事業年度の主な設備投資は、本社工場の衛生陶器製造設備及び久米工場の化成品製造設備を中心とする総額

222,879千円の投資を実施しました。 

  

(2)建材部門 

当事業年度の主な設備投資は、大曽工場のタフポーラ製造設備を中心とする総額26,655千円の投資を実施しまし

た。 

  

(3)その他 

当事業年度の主な設備投資は、本社の建物改修工事を中心とする総額2,889千円の投資を実施しました。 

  

なお、当事業年度において、次の主要な設備を売却しました。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の種別 
売却時の帳簿価額

（千円） 
備 考 

茨城工場 
（茨城県北茨城市） 

土地 
355,609 
（47,106㎡） 

― 

旧 防府工場 
（山口県防府市） 

土地 
236,000 

（25,233㎡） 
遊休土地 



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

なお金額には、消費税等を含めておりません。 

２ 上記中［外書］は、賃借設備の借用㎡数であります。 

土地の賃借先は、早川産業㈲(2,195㎡)他10件であります。 

３ 上記中〈外書〉は、賃貸設備の貸与㎡数であります。 

４ 事業所名欄その他は、社員寮等であります。 

５ 従業員数の（外書）は、臨時従業員数であります。 

６ リース契約による賃借設備の主なものは、次のとおりであります。 

  

  (注) 所有権移転外ファイナンスリース 

  

事業所名 
(所在地) 

事業別 
の名称 設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) その他 合計 

本社及び本社工場 
(愛知県常滑市) 

全社共通 
衛生機器事業 

統括業務施設 
衛生陶器製造設備 269,994 422,679

941,433
(20,362)
[10,070]

59,893 1,694,001 128
  (14)

大野工場 
(愛知県常滑市) 衛生機器事業 洗面化粧台製造・付属器

具製造給水栓製造設備 82,579 11,743
239,988
(8,030)
[2,914]

3,599 337,911 11
  (9)

大曽工場 
(愛知県常滑市) 建材事業 外装床陶板製造・陶製ブ

ロック製造設備 13,875 47,763
750,400
(22,934)
[756]

7,552 819,592 14
(2)

久米工場 
(愛知県常滑市) 衛生機器事業 衛生機器付属部品製造 

設備 66,777 24,577
209,921
(11,521)

34,281 335,557 15
(13)

東日本支店 
(東京都小金井市) 

衛生機器事業 
建材事業 販売設備 ― ― ― 333 333 8

(1)

西日本支店 
(大阪府東大阪市) 

衛生機器事業 
建材事業 販売設備 ― ― ― 61 61 6

 (1)

東北営業所 
(仙台市太白区) 

衛生機器事業 
建材事業 販売設備 11,236 ―

―
[660]

52 11,288 4

九州営業所 
(福岡県朝倉市) 

衛生機器事業 
建材事業 販売設備 ― ― ― 20 20 1

投資不動産 
(愛知県常滑市) ― ― 36,670 ―

145,692
(993)

〈993〉
― 182,362 ―

その他 
(愛知県常滑市) ― ― ― ―

67,730
(2,375)

〈739〉
― 67,730 ―

名称 台数 リース期間
年間リース料
(千円) 

リース契約残高 
(千円) 

射出成形機 １台 ７年 3,648 11,856

塗装用ロボット ２台 ７年 1,298 3,309



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前事業年度末に計画していた設備計画について、次のように変更いたしました。 

(注) 1.着手及び完了予定年月を平成17年８月から平成18年５月に変更いたしました。 

 2.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の新設 

当期中に新たに確定した設備の新設計画はありません。 

  

(3) 重要な設備の除却 

当期中に新たに確定した設備の除却計画はありません。 

  

事業所名 

（所在地） 

事業部門 

の名称 

設  備 

の内容 

投資予定額(千円) 資金調

達 

方法 

着手及び完了予定 
完成後の 

増加能力 総額 
既支払

額 
着手 完了 

本社工場 

(愛知県常滑

市) 

衛生陶

器 

原料搬送 

設備 
50,000 ― 借入金 

平成18

年 

５月 

平成18

年 

５月 

省力化 

歩留改善 



第４ 【提出会社の状況】 
  
１ 【株式等の状況】 

 (1) 【株式の総数等】 

  ① 【株式の総数】 
  

  
② 【発行済株式】 

  

  

 (2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

 (3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注) １ 旧商法289条第２項の規定に基づき、資本準備金1,048,972千円を減少させ、その他資本剰余金に振替えたものでありま

す。 

２ 平成16年６月29日開催の第70期定時株主総会において資本準備金を296,149千円減少し、欠損填補したことによるもので

あります。 

３ 平成16年６月29日開催の第70期定時株主総会における資本減少決議に基づく欠損填補929,226千円、資本金及び資本準備

金減少差益への振替218,339千円によるものであります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 73,000,000 

計 73,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容

普通株式 19,167,715 19,167,715
名古屋証券取引所
(市場第２部) 

株主としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式 

計 19,167,715 19,167,715 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成14年６月27日(注1) ― 19,167,715 ― 2,147,565 △1,048,972 546,149

平成16年６月29日(注2) ― 19,167,715 ― 2,147,565 △296,149 250,000

平成16年８月６日(注3) ― 19,167,715 △1,147,565 1,000,000 ― 250,000



 (4) 【所有者別状況】 
（平成18年3月31日現在） 

(注) １ 自己株式324,102株は「個人その他」欄に324単元、「単元未満株式の状況」欄に102株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が13単元含まれております。 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

（注）上記のほか当社保有の自己株式 324千株（1.69％）があります。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満 
株式の状況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数(人) ― 8 10 79 ― ― 1,700 1,797 ―

所有株式数 
(単元) 

― 2,469 309 2,269 ― ― 13,994 19,041 126,715

所有株式数 
の割合(％) 

― 12.97 1.62 11.92 ― ― 73.49 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

遠藤 四郎 東京都稲城市 958 4.99 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内２丁目７番１号 910 4.74 

伊奈 輝三 愛知県常滑市 900 4.69 

株式会社ＩＮＡＸ 愛知県常滑市鯉江本町５丁目１番地 900 4.69 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 585 3.05 

ジャニス工業従業員持株会 愛知県常滑市唐崎町２丁目88番地 504 2.63 

中央三井信託銀行株式会社 
（常任代理人  日本トラステ
イ・サービス信託銀行株式会
社） 

東京都港区３丁目33番１号
（東京都中央区晴海１丁目８-11） 

500 2.60 

井上 光弘 愛知県半田市 339 1.76 

杉江 正徳 愛知県常滑市 314 1.63 

伊奈 喜代 愛知県常滑市 270 1.40 

伊奈 芳子 愛知県常滑市 270 1.40 

計 ― 6,450 33.65 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株(議決権13 個)含まれてお

ります。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式102株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
  

（自己保有株式）
普通株式    324,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,717,000 18,717 ― 

単元未満株式 普通株式    126,715 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数       19,167,715 ― ― 

総株主の議決権 ― 18,717 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
ジャニス工業株式会社 

愛知県常滑市唐崎町 
２丁目88番地 

324,000 ― 324,000 1.69 

計 ― 324,000 ― 324,000 1.69 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

   イ【定時総会決議による買受けの状況】 

        該当事項はありません。 

   ロ【子会社からの買受けの状況】 

        該当事項はありません。 

   ハ【取締役会決議による買受けの状況】 
 平成18年6月29日現在

(注) 未行使割合が5割以上である理由 

     資本政策に機動的に対応しうる手段として、平成17年7月19日の取締役会において自己株式 

     の取得枠を設定いたしましたが、経済情勢や市場動向の経営環境を総合的に勘案して自己株 

     式の取得を行っているため未行使割合が高くなっております。 

  
ニ【取得自己株式の処理状況】 
     該当事項はありません。 
  

ホ【自己株式の保有状況】 

平成18年6月29日現在

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

 (2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年7月19日決議） 
500,000 75,000 

前決議期間における取得自己株式 8,000 1,090 

残存決議株式数及び価額の総額 492,000 73,910 

未行使割合（％） 98.4 98.5 

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 303,000 



３ 【配当政策】 

当社では、基本的には収益に対応して配当を行ってまいりたいと考えておりますが、一方、安定的な配当の継続も

重要課題と認識すると同時に、企業体質の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して決定

しております。 

当期につきましては、土地売却により配当原資は確保できておりますが、経営成績を踏まえ無配といたしました。

  

  

  

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 123 81 74 138 195 

最低(円) 20 22 40 67 101 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 195 188 183 169 159 159 

最低(円) 168 150 150 153 110 124 



５ 【役員の状況】 

  

 (注) 監査役 中嶋周、森田雅也の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

取締役社長 
代表取締役 ― 井上 光弘 昭和15年２月27日

昭和39年３月 伊奈製陶㈱(現㈱INAX)入社 

339 

平成２年１月 同社取締役就任 

平成12年１月 同社代表取締役副社長就任 

平成14年１月 同社退社 

平成14年４月 当社経営顧問就任 

平成14年６月 当社取締役社長就任(現任) 

常務取締役 営業部長 前川 由生 昭和20年11月20日

昭和43年３月 当社入社 

32 

平成７年１月 衛生機器営業部市場開発部長 

平成８年４月 衛生機器営業部特販部長 

平成９年４月 衛生機器営業部営業開発部長 

平成11年６月 取締役就任 

平成11年６月 衛生機器営業部長 

平成12年１月 

  

衛生機器事業本部長兼衛生機器営業

部長 

平成14年７月 営業部長(現任) 

平成15年６月 常務取締役就任(現任) 

取 締 役 
市場営業部長 
兼東日本支店 
長 

森田 仁志 昭和22年11月12日

昭和45年４月 当社入社 

31 

平成11年７月 衛生機器営業部営業開発部長 

平成14年７月 営業部営業開発室営業開発グループ

リーダー 

平成15年３月 営業部営業開発室直需グループリー

ダー 

平成16年１月 営業部営業開発室長 

平成16年６月 取締役就任（現任） 

平成17年２月 市場営業部長 

平成18年２月 市場営業部長兼東日本支店長（現

任） 

取 締 役 商品企画開発
部長 黒川  龍三郎 昭和27年1月20日 

昭和52年４月 ㈱GKインダストリアルデザイン研究

所入社 

7 

平成７年４月 ㈱GK設計ハウジングデザイン部長 

平成12年９月 住友林業㈱住宅本部商品開発部次長 

平成16年８月 当社入社 

平成17年９月 商品企画開発部長兼商品開発課長 

平成18年２月 商品企画開発部長(現任) 

平成18年６月 取締役就任(現任) 

常勤監査役   岩田 清和 昭和23年１月26日

昭和41年３月 当社入社 

5 

平成９年４月 機器製造部長 

平成10年10月 商品開発部長 

平成14年７月 海外調達・新規事業担当 

平成15年６月 常勤監査役就任(現任) 

監 査 役   中嶋  周 昭和28年10月10日

昭和53年４月 伊奈製陶㈱(現㈱INAX)入社 

― 

平成８年１月 同社トイレ空間事業部半田工場長 

平成10年１月 同社設備事業部半田工場長 

平成12年１月 VINAX  (INAX-GIANG  VO  SANITARY 

WARE CO.,LTD)社長 

平成16年５月 伊奈精機㈱代表取締役社長 

平成18年５月 同社退任 

平成18年６月 ㈱INAX設備事業部榎戸工場長(現任) 

平成18年６月 監査役就任(現任) 

監 査 役   森田 雅也 昭和35年２月５日

昭和62年11月 税理士登録 

― 
平成３年４月 公認会計士登録 

平成５年８月 森田英冶税理士事務所入所（現任） 

平成15年６月 監査役就任（現任） 

計 414 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、永続的に存在し発展できる会社をめざし、企業価値を高めていくことをコーポレート・ガバナンスの基本

として、経営の透明性を高めるとともに、少数精鋭による公正かつ迅速な意思決定に努めるべく、諸施策に取り組ん

でおります。 

  

（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①取締役、取締役会、経営委員会 

  当社では、従来の取締役と監査役という枠組みの中で、監督と執行の分離を進めていく体制をとっております。

現在の取締役の人数は、迅速でかつ正確な情報把握と意思決定が可能な４名（社外取締役は０名）の少数精鋭とす

るとともに、任期を１年とし、緊張感と機動性を持って任務を遂行しております。取締役会については、経営に関

する重要事項の意思決定をするとともに、各取締役の業務執行を監督する機関として位置付けております。当期に

おける取締役会の開催は臨時取締役会を含めて８回、平均出席率は取締役100%、監査役87.5%となっております。ま

た、変化する経営環境により迅速に対応するため、全取締役および全部長で構成する経営委員会を開催し、業務執

行上の重要事項を審議・決定するとともに、経営戦略の策定、リスク対策等について幅広く議論した上で、必要に

応じて取締役会に付議しております。当期における経営委員会の開催は２４回となっております。 

②監査役、監査役会 

  当社の監査役は３名で、うち２名を社外監査役、残る１名が社内出身の常勤監査役です。当期においては、監査

役会は８回開催され、監査役の出席率は95.8%です。監査役の監査活動は、取締役会への出席、各種会議への出席、

本社・工場・営業所等の往査、代表取締役との意見交換、会計監査人からの監査計画報告及び会計監査結果報告等

となっております。また、会計監査人とは必要の都度、相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密にして、

監査の実効性と効率性の向上を目指しています。 

③会計監査 

  当社は、旧商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査にあずさ監査法人を起用しておりますが、

同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別な利害関係はなく、また、同監

査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置

をとっております。当社は同監査法人との間で、旧商法監査と証券取引法監査について、監査契約書を締結し、そ

れに基づき報酬を支払っております。当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構

成については下記のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

    指定社員 業務執行社員 ： 中谷敏久氏、安藤泰行氏 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士４名、会計士補 ３名、その他 １名 

  

（３）役員報酬及び監査報酬等の内容 

  当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

であります。 

①役員報酬等の内容 

・取締役及び監査役に支払った報酬 

    取締役  4名  33,538千円 

      監査役  3名   7,410千円  



      計    7名  40,948千円 

        (注)1.上記の支払以外に、使用人兼務取締役の使用人給与相当額5,760百万円があります。 

              2.報酬支給額は、株主総会の決議による報酬額の範囲内であります。  

②監査報酬等の内容 

・当社の会計監査人である、あずさ監査法人に対する報酬 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項に規定する業務に基づく報酬  14,400千円 

上記以外の報酬はありません。 

  

（４）内部統制とリスク管理体制 

  当社では、事業活動全般にわたり生じ得るさまざまなリスクのうち、経営戦略上のリスクについては、事前に関連

部門においてリスクの分析や、その対応策の検討を行い、必要に応じて経営委員会、取締役会において審議を行って

おります。具体的には、新製品の開発、新事業・新市場への進出、工場の設備投資、業務提携等の経営戦略、地震対

策等のあらゆるリスクを幅広く議論しております。また、経営管理部にて各部門の業務執行状況のチェックを実施す

るとともに、法的問題については、顧問弁護士から適時アドバイス、バックアップを頂いております。 

  当社の経営の監視の仕組み、内部統制システムとリスク管理体制の整備状況の模式図は次のとおりです。 

  

 

  

   尚、当社は、会社法施行により、平成18年5月に内部統制システム構築の基本方針を決定しました。 

   今後は、基本方針に沿って内部統制システムを再構築し、ガバナンス体制を一層整備していく所存 

であります。 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 及び

当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、あずさ監査法人の監査を受けており

ます。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 333,830 627,814   

２ 受取手形 789,065 831,268   

３ 売掛金 916,260 845,468   

４ 製品 715,620 681,497   

５ 原材料 102,112 123,983   

６ 仕掛品 62,090 68,398   

７ 貯蔵品 30,313 24,856   

８ 前払費用 3,291 2,482   

９ その他 7,506 28,165   

10 貸倒引当金 △1,380 △1,145   

流動資産合計  2,958,711 40.0 3,232,790 45.2

Ⅱ 固定資産    

 (1) 有形固定資産 1,3    

 １ 建物 454,957 411,724   

 ２ 構築物 24,293 32,737   

 ３ 機械及び装置 541,233 505,980   

 ４ 車両運搬具 904 784   

 ５ 工具器具及び備品 78,822 105,796   

 ６ 土地 ２ 2,789,958 2,209,474   

 ７ 建設仮勘定 46,083 85,138   

 有形固定資産合計 3,936,252 53.3 3,351,637   46.9

 (2) 無形固定資産    

 １ 借地権 880 －   

 ２ ソフトウェア 5,815 4,567   

 ３ 諸施設利用権 6,149 5,977   

 無形固定資産合計 12,844 0.2 10,544   0.1



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

 (3) 投資その他の資産      

 １ 投資有価証券 237,312 316,391    

 ２ 出資金 1,155 1,160    

 ３ 長期前払費用 380 1,126    

 ４ 差入保証金 33,079 31,972    

 ５ 投資不動産 1,4 184,946 182,362    

 ６ 長期積立金 272 272    

 ７ 長期貸付金 18 104    

 ８ その他 43,900 43,900    

 ９ 貸倒引当金 △21,600 △21,600    

 投資その他の資産合計 479,464 6.5 555,689   7.8

 固定資産合計  4,428,561 60.0 3,917,871 54.8

 資産合計  7,387,272 100.0 7,150,662 100.0

      



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形 613,301 807,667    

２ 買掛金 410,042 407,567    

３ 短期借入金 １ 555,000 450,000    

４ 一年以内返済長期借入金 １ 142,700 998,942    

５ 未払金 29,428 54,141    

６ 未払法人税等 12,999 11,626    

７ 未払消費税等 4,633 13,584    

８ 未払費用 23,821 30,258    

９ 前受金 4,279 4,079    

10 預り金 4,083 4,546    

11 設備支払手形 59,319 61,435    

12 賞与引当金 41,767 40,375    

13 その他 4,799 7,581    

流動負債合計  1,906,175 25.8 2,891,806 40.4

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 １ 1,037,312 38,370    

２ 繰延税金負債 60,739 105,421    
３ 土地再評価に係る 
  繰延税金負債 

２ 943,983 733,208    

４ 退職給付引当金 271,339 268,171    

５ 預り保証金 １ 188,001 181,532    

固定負債合計  2,501,376 33.9 1,326,703 18.6

負債合計  4,407,552 59.7 4,218,510 59.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ５  1,000,000 13.5 1,000,000 14.0

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金  250,000 250,000  

２ その他資本剰余金     
  資本金及び資本準備金減
少差益 

218,339 218,339 218,339 218,339  

資本剰余金合計  468,339 6.3 468,339 6.5

Ⅲ 利益剰余金     

１ 当期未処分利益  42,729 247,859  

利益剰余金合計  42,729 0.6 247,859 3.5

Ⅳ 土地再評価差額金 ２  1,392,267 18.9 1,073,456 15.0

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ８  92,025 1.2 159,722 2.2

Ⅵ 自己株式 ６  △15,642 △0.2 △17,226 △0.2

資本合計  2,979,720 40.3 2,932,151 41.0

負債・資本合計  7,387,272 100.0 7,150,662 100.0
      



② 【損益計算書】 

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高    5,124,841 100.0 5,482,545 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１ 期首製品たな卸高   692,165 715,620     

２ 当期製品製造原価 5 3,062,315 3,409,951     

３ 当期製品仕入高   784,030 981,996     

合計   4,538,511 5,107,567     

４ 他勘定振替高 １ 17,492 75,248     

５ 期末製品たな卸高   715,620 3,805,398 74.3 681,497 4,350,821 79.4 

売上総利益    1,319,442 25.7 1,131,723 20.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 販売費 1,2,5 1,055,975 1,047,159     

２ 一般管理費 1,2,5 186,704 1,242,680 24.2 191,980 1,239,140 22.6 

営業利益又は営業損失(△)    76,761 1.5 △107,416 △2.0 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息   15 3     

２ 受取配当金   1,411 1,384     

３ 賃貸料   48,320 47,670     

４ その他   19,461 69,208 1.3 12,958 62,016 1.1 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息   61,042 47,450     

２ 休止資産関連費用   17,824 13,646     

３ その他   15,266 94,134 1.8 19,560 80,657 1.5 

経常利益又は経常損失(△)    51,836 1.0 △126,057 △2.3 

Ⅵ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ３ 16,451 22,093     

２ 投資有価証券売却益   7,977 24,428 0.5 54,535 76,628 1.4 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産除却売却損 ４ 2,685 134,325     

２ 役員退職慰労金   1,809 ―     

３ 棚卸資産除却損 １ 8,052 37,057     

４ 棚卸資産評価損  １ 8,671 39,547     

５  事業撤退損   4,129 ―     

６  工場撤去費用  ― 54,659     

７ その他  114 25,463 0.5 1,447 267,037 4.9 

税引前当期純利益又は当期
純損失（△） 

   50,801 1.0 △316,466 △5.8 

法人税、住民税及び事業税   8,072 7,990     

法人税等調整額   ― 8,072 0.2 △210,775 △202,785 △3.7 

当期純利益又は当期純損失
（△） 

   42,729 0.8 △113,681 △2.1 

前期繰越利益又は前期繰越
損失（△） 

   △929,226 42,729   

減資による欠損金填補額    929,226 ―   

土地再評価差額金取崩額     ― 318,811   

当期未処分利益    42,729 247,859   

         



製造原価明細書 

  

  

(注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費 1,372,474 44.2 1,740,222   50.5

Ⅱ 労務費 ２ 1,091,688 35.1 1,049,087   30.4

Ⅲ 経費 642,852 20.7 658,175   19.1

(うち減価償却費) (143,529) (193,742)   

(うち外注加工費) (51,264) (45,207)   

当期総製造費用  3,107,015 100.0 3,447,485 100.0

期首仕掛品たな卸高  67,993 62,090 

合計  3,175,008 3,509,576 

期末仕掛品たな卸高  62,090 68,398 

他勘定振替高 ３  50,602 31,226 

当期製品製造原価  3,062,315 3,409,951 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 原価計算の方法 

   製造部門……標準原価計算を採用した部門別、

工程別の総合原価計算を実施して

おり期末において、原価差額を調

整して実際原価に修正していま

す。 

   工事部門……個別原価計算 

１ 原価計算の方法 

  

  

同 左 

２ 労務費の内には、賞与引当金繰入額 24,480千円

を含んでいます。 

３  他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

建設仮勘定    50,602千円 

２ 労務費の内には、賞与引当金繰入額 23,540千円

を含んでいます。 

３  他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

  建設仮勘定    31,226千円 



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前当期純利益又は当期純損失（△）  50,801 △316,466 

減価償却費  185,164 214,310 

貸倒引当金の増加額又は減少額  24 △235 

賞与引当金の増加額又は減少額  1,295 △1,392 

退職給付引当金の増加額又は減少額  23,166 △3,167 

受取利息及び配当金  △1,427 △1,388 

賃貸料  △48,320 △47,670 

支払利息  61,042 47,450 

固定資産売却益  △16,451 △22,093 

固定資産除却売却損  2,685 134,325 

投資有価証券売却益  △7,977 △54,535 

役員退職慰労金  1,809 ― 

棚卸資産の除却損  8,052 37,057 

棚卸資産の評価損  8,671 39,547 

売上債権の増加額又は減少額  29,514 28,589 

棚卸資産の増加額又は減少額  △66,259 △65,203 

仕入債務の増加額又は減少額  △172,282 191,890 
その他  △36,074 28,326 

小計  23,437 209,345 

利息及び配当金の受取額  1,427 1,388 
賃貸料の受取額  48,320 47,670 

利息の支払額  △61,042 △47,450 

役員退職慰労金の支払額  △1,809 ― 
法人税等の支払額  △8,072 △8,072 

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,260 202,881 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
投資有価証券の売却による収入  14,395 87,835 

有形固定資産の取得による支出  △275,652 △238,071 

無形固定資産の取得による支出  △2,868 △500 

貸付による支出  ― △85 

有形固定資産の売却による収入  665,459 518,046 
その他  △230 △26,836 

投資活動によるキャッシュ・フロー  401,102 340,388 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純減少額  △379,000 △105,000 

長期借入れによる収入  120,000 ― 

長期借入金の返済による支出  △395,714 △142,700 
自己株式取得による支出  △379 △1,584 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △655,093 △249,284 

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額  △251,729 293,984 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  585,559 333,830 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 １ 333,830 627,814 
     
     



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益    42,729 247,859

Ⅱ 利益処分額    － －

Ⅲ 次期繰越利益    42,729 247,859

     



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

同左 

   時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

  

      

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び

債務)の評価基準及び評

価方法 

時価法 同左 

      

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

    

   製品、原材料、仕掛品 先入先出法による原価法 同左 

   貯蔵品 最終仕入原価法   

      

４ 固定資産の減価償却の方

法 

    

   有形固定資産及び投資

不動産 

定率法によっております。なお、耐用

年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

    建物    ７～50年 

    機械装置  ２～15年 

ただし、法人税法の改正に伴い平成10

年４月１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)については定額法を採用

しております。 

同左 

      

   無形固定資産 定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法。 

同左 

      

５ 引当金の計上基準     

   貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込金額のうち当期

の負担額を計上しております。 

同左 

      

   退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上して

おります。 

 なお、会計基準変更時差異(463,280

千円)については、15年による按分額

を費用処理しております。また、数理

計算上の差異(164,449千円)について

は、各期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数であ

る10年による按分額を発生の翌期より

費用処理しています。 

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上して

おります。 

 なお、会計基準変更時差異(463,280

千円)については、15年による按分額

を費用処理しております。また、数理

計算上の差異(84,914 千円)について

は、各期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数であ

る10年による按分額を発生の翌期より

費用処理しています。 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップ

については特例処理を採用しておりま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  

  金利スワップ取引 

 ヘッジ対象  

  金利変動リスク 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3)ヘッジ方針 

借入金に係る金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行ってお

り、投機的な取引は行っておりませ

ん。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法  

金利スワップの特例処理の要件を満た

しており、キャッシュ・フローの変動

を完全に相殺するものと想定されるた

め、ヘッジの有効性の評価は省略して

おります。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法  

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現金

及び当座預金、普通預金等の３ヶ月以

内に引き出し可能な預金からなってい

ます。 

同左 

      

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

    

 (1) 消費税等の会計処理の

方法 

税抜方式を採用しています。 同左 



  
 (表示方法の変更) 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 前期まで営業外費用の「その他」に表示していた休止

資産関連費用（前期 3,767千円）については、その重

要性が増加したため、当期より休止資産償却費を含めて

区分掲記しております。 

― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 担保に供している資産     

 (1) 有形固定資産     

(イ)建物 

  土地 

  計 

346,448千円

1,238,027千円

1,584,475千円

335,274千円

1,238,027千円

1,573,301千円

  (ロ)工場財団 

建物 

土地 

計 

  

95,954千円

1,315,930千円

1,411,885千円

  

65,870千円

960,321千円

1,026,192千円

 (2) 投資不動産 184,946千円 182,362千円

  上記(1)(2)の担保に対応

する債務 

    

   短期借入金 555,000千円 360,000千円

   一年内返済長期借入金 142,700千円 998,942千円

   長期借入金 1,037,312千円 38,370千円

   預り保証金 12,000千円 12,000千円

２ 土地の再評価 「土地の再評価に関する法律」(平成

10年３月31日公布法律第34号)及び

「土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律」(平成13年３月31日公

布法律第19号)に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、当該評価差額に係

る税金相当額を「土地再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に、これ

を控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しておりま

す。 

・再評価の方法 

 「土地の再評価に関する法律施行令

(平成10年３月31日公布政令第119

号)第２条第３号に定める固定資産

課税評価額に合理的な調整を行って

算定する方法によって算出しており

ます。 

  

「土地の再評価に関する法律」(平成

10年３月31日公布法律第34号)及び

「土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律」(平成13年３月31日公

布法律第19号)に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、当該評価差額に係

る税金相当額を「土地再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に、これ

を控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しておりま

す。 

・再評価の方法 

 「土地の再評価に関する法律施行令

(平成10年３月31日公布政令第119

号)第２条第３号に定める固定資産

課税評価額に合理的な調整を行って

算定する方法によって算出しており

ます。 

  



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

  

・再評価を行った年月日 

平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との差

額 

      153,663千円 

・再評価を行った年月日 

平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との差

額 

232,007千円

      

３ 有形固定資産の減価償却

累計額 

  

6,445,843千円

  

4,375,205千円

      

４ 投資不動産の減価償却累

計額 

  

64,159千円

  

66,743千円

      

５ 授権株式数 普通株式  73,000千株 普通株式  73,000千株 

  発行済株式総数 普通株式  19,167千株 普通株式  19,167千株

      

６  自己株式の保有数 普通株式  312,753株 普通株式 324,102 株 

      

７ 準備金による欠損填補 平成15年6月27日開催の定時株主総会

において下記の欠損填補を行っており

ます。 

資本金及び資本準備金 

減少差益      427,385千円 

         計     427,385千円 

  

平成15年6月27日開催の定時株主総会

において下記の欠損填補を行っており

ます。 

資本金及び資本準備金 

減少差益      427,385千円 

      計     427,385千円 

  

  平成16年6月29日開催の定時株主総会

において下記の欠損填補を行っており

ます。 

資本準備金     296,149千円 

資本金及び資本準備金 

減少差益      522,614千円 

         計     818,763千円 

  

平成16年6月29日開催の定時株主総会

において下記の欠損填補を行っており

ます。 

資本準備金     296,149千円 

資本金及び資本準備金 

減少差益      522,614千円 

      計     818,763千円 

  

８  配当制限 商法施行規則第124条第３号に規定す

る資産に時価を付したことにより増加

した純資産額は 92,025千円でありま

す。 

  

土地再評価差額金は,土地の再評価に

関する法律第７条の２第１項の規定に

より、配当に充当することが制限され

ております。 

商法施行規則第124条第３号に規定す

る資産に時価を付したことにより増加

した純資産額は159,722千円でありま

す。 

  

土地再評価差額金は,土地の再評価に

関する法律第７条の２第１項の規定に

より、配当に充当することが制限され

ております。 



(損益計算書関係) 
  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 他勘定振替高の内訳     

  販売費及び一般管

理費 
959千円

棚卸資産除却損 7,860千円

棚卸資産評価損 8,671千円

販売費及び一般管

理費 
1,150千円

棚卸資産除却損 35,291千円

棚卸資産評価損 38,806千円

      

２ 販売費及び一般管理費     

  主要な費目及び金額 

  (1) 販売費 

    

  荷造発送費 288,835千円

給料及び諸手当 320,160千円

賞与引当金繰入 15,820千円

退職給付費用 38,243千円

賃借料 61,448千円

減価償却費 8,235千円

旅費交通費 80,092千円

荷造発送費 255,245千円

給料及び諸手当 326,799千円

賞与引当金繰入 14,986千円

退職給付費用 38,250千円

賃借料 57,888千円

減価償却費 8,697千円

旅費交通費 88,140千円

  (2) 一般管理費     

  給料及び諸手当 39,866千円

賞与引当金繰入 1,466千円

役員報酬 43,365千円

退職給付費用 2,465千円

賃借料 12,262千円

減価償却費 2,658千円

給料及び諸手当 43,824千円

賞与引当金繰入 1,849千円

役員報酬 40,948千円

退職給付費用 2,797千円

賃借料 11,819千円

減価償却費 2,185千円

      

３ 固定資産売却益の内訳     

  土地 5,559千円

機械及び装置 10,892千円

計 16,451千円

建物 19,047千円

機械及び装置 3,045千円

計 22,093千円

      

４ 固定資産除却売却損の内訳     

  建物 887千円

構築物 243千円

機械及び装置 1,248千円

工具器具及び備品     305千円

計 2,685千円

    

土地 128,968千円

建物 0千円

機械及び装置 4,032千円

工具器具及び備品 1,324千円

計 134,325千円

   

      

５ 販売費及び一般管理費・当期

製造費用に含まれる研究開発

費 

 

116,296千円

  

165,538千円 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  
  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の

期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目

の金額との関係 

    

   

現金及び預金勘定 

預金期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

現金及び現金同等物 

333,830千円

－ 

333,830千円

627,814千円

－ 

627,814千円



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

    
機械及
び装置 
(千円) 

 

工具・
器具・
備品 
(千円)

合計
(千円)

取得価額 
相当額 

  51,238 18,163 69,402

減価償却 
累計額 
相当額 

  26,411 14,241 40,653

期末残高 
相当額 

  24,827 3,921 28,748

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

機械及
び装置
(千円)

工具・ 
器具・ 
備品 
(千円) 

  
合計 
(千円) 

取得価額
相当額 

43,359 10,927  54,286

減価償却
累計額 
相当額 

25,823 8,912  34,735

期末残高
相当額 

17,536 2,015  19,551

    なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。 

      

  ② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  一年以内 9,197千円

一年超 19,551千円

合計 28,748千円

一年以内 7,296千円

一年超 12,255千円

合計 19,551千円

    なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

      

  ③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

  支払リース料 10,178千円

減価償却費相当額 10,178千円

支払リース料 9,197千円

減価償却費相当額 9,197千円

      

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年3月31日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

(注)  減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比ベ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、期首と期末における平均時価が、取得原価に比ベ40％超下落した場合に減損処理をしております。 

  

  種類 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 株式 81,207 233,972 152,764 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 株式 － － － 

合計 81,207 233,972 152,764 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

14,395 7,977 － 

  貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 3,340



当事業年度(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

(注)  減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比ベ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、期首と期末における平均時価が、取得原価に比ベ40％超下落した場合に減損処理をしております。 

  

  種類 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 株式 47,907 313,051 265,143 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 株式 － － － 

合計 47,907 313,051 265,143 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

87,835 54,535 － 

  貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 3,340



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度末(平成17年3月31日現在)及び当事業年度末(平成18年3月31日現在) 

当社が利用しているデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

① 取引の内容及び利用目的等 

  当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であり、将来の金利上昇が支払利息に及ぼ

す影響を一定範囲内に限定する目的で金利スワップ

取引を利用しております。 

同左 

    

② 取引に対する取組方針 

  当社はデリバティブ取引の限度額を実需の範囲で行

うものとし、トレーディング・投機目的でのデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。 

  

    

③ 取引に係るリスクの内容 

  当社が利用しているデリバティブ取引は、市場金利

変動のリスクを有しております。 

  なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、信用度

の高い銀行であるため、相手先の契約不履行による

リスクはほとんどないと認識しております。 

  

    

④ 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の執行・管理については、資金担

当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

  

    

⑤ その他 

  取引の時価に関する事項についての契約額等は、名

目的なものであり、評価損益自体がデリバティブ取

引のリスクの大きさを示すものではありません。 

  



(退職給付関係) 

  

  

  

次へ 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と

適格退職年金制度とを併用しております。なお退職

一時金制度は勤続15年以上の者に対する勤務賞であ

り、それ以外は昭和44年７月１日より適格年金制度

を全面的に採用しています。 

1 採用している退職給付制度の概要 

同左 

2 退職給付債務に関する事項（平成17年3月31日） 

① 退職給付債務          796,919千円

② 年金資産 154,462千円

③ 未積立退職給付債務 642,456千円

④ 会計基準変更時差異の未処理額 206,667千円

⑤ 未認識数理計算上の差異 164,449千円

⑥ 未認識過去勤務債務 ― 

⑦ 退職給付引当金 271,339千円

⑧ 前払年金費用 ― 

2 退職給付債務に関する事項（平成18年3月31日） 

① 退職給付債務          769,149千円

② 年金資産 230,061千円

③ 未積立退職給付債務 539,087千円

④ 会計基準変更時差異の未処理額 186,001千円

⑤ 未認識数理計算上の差異 84,914千円

⑥ 未認識過去勤務債務 ― 

⑦ 退職給付引当金 268,171千円

⑧ 前払年金費用 ― 

3 退職給付費用に関する事項 3 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 48,936千円

② 利息費用 15,349千円

③ 期待運用収益 4,378千円

④ 会計基準変更時差異の費用処理額 20,666千円

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 15,994千円

⑥ 退職給付費用(①＋②－③＋④＋⑤) 96,569千円

① 勤務費用 38,065千円

② 利息費用 15,938千円

③ 期待運用収益 3,861千円

④ 会計基準変更時差異の費用処理額 20,666千円

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 22,354千円

⑥ 退職給付費用(①＋②－③＋④＋⑤) 93,162千円

4 退職給付債務の計算の基礎に関する事項 4 退職給付債務の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.00％

③ 期待運用収益率 2.50％

④ 過去勤務債務の処理年数 ―

⑤ 会計基準変更時差異の処理年数 15年

⑥ 数理計算上の差異の処理年数 10年

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.00％

③ 期待運用収益率 2.50％

④ 過去勤務債務の処理年数 ― 

⑤ 会計基準変更時差異の処理年数 15年

⑥ 数理計算上の差異の処理年数 10年



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目

別の内訳 

  

 (持分法損益等) 

  前事業年度（平成17年３月31日）及び当事業年度（平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

繰延税金資産 

  

 棚卸在庫否認額 3,451千円

 賞与引当金繰入限度超過額 16,623千円

 繰越欠損金 729,775千円

 ゴルフ会員権評価損否認 9,512千円

 退職給付引当金繰入限度超過額 107,993千円

 有価証券評価損 27,858千円

減損損失 267,882千円

 その他 3,599千円

繰延税金資産小計 1,166,697千円

 評価性引当金 △1,166,697千円

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △60,739千円

繰延税金負債合計 △60,739千円

繰延税金負債の純額 △60,739千円

繰延税金資産 

 棚卸在庫否認額 15,739千円 

 賞与引当金繰入限度超過額 16,069千円 

 繰越欠損金 692,235千円 

 ゴルフ会員権評価損否認 9,512千円 

 退職給付引当金繰入限度超過額 106,732千円 

 有価証券評価損 17,351千円 

減損損失 64,017千円 

 その他 3,247千円 

繰延税金資産小計 924,906千円 

 評価性引当金 △924,906千円 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △105,421千円 

繰延税金負債合計 △105,421千円 

繰延税金負債の純額 △105,421千円 

前事業年度

(平成17年３月31日) 

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

法定実効税率 39.8% 

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 

  

8.8% 

住民税均等割 15.9% 

評価性引当金の増減 △48.6% 

税効果会計適用後の法人税等 

の負担率 

  

15.9% 

税引前当期純損失のため記載を省略しておりま

す。 

  

 

  

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日)及び当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 158.03円 155.60円 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△） 
2.26円 △6.03円 

  

なお潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

なお潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が

なく、1株当たり当期純損失が計上

されているため、記載しておりませ

ん。 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益又は 

当期純損失（△）（千円） 
42,729 △113,681 

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失（△）（千円） 
42,729 △113,681 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式の期中平均株式（株） 18,856,991 18,848,222 



(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日)及び当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

(株)三菱UFJフィナンシャル・グループ 59.82 107,676 

(株)三井住友フィナンシャルグループ 43.93 57,109 

三井トラスト・ホールディングス(株) 24,200 41,648 

大和ハウス工業(株) 20,000 40,800 

新光証券(株) 10,000 6,530 

常磐興産(株) 3,000 654 

(株)ダルトン 3,900 1,173 

(株)レオパレス21 13,000 57,460 

(株)とこなめニューテレビ 40
2,000 
  

(株)オーカム 26,000 1,300 

トーカイビルド(株) 4,200 0 

クリスタルクレイ(株) 40 40 

(株)大正製陶所 70,300 0 

  計 174,783.75 316,391 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 機械及び装置   本社工場     24,396千円 

          大曽工場     22,877千円 

 工具器具及び備品 本社工場     42,390千円 

          久米工場     29,160千円 

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 土 地          茨城工場     355,609千円 

              旧 防府工場  236,000千円 

建  物            茨城工場    578,991千円 

              旧 防府工場  132,502千円 

  機械及び装置      茨城工場   1,362,710千円 

３ 無形固定資産の金額が、資産総額の100分の１以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産        

 建物 2,081,579 19,635 711,494 1,389,721 977,996 32,058 411,724

 構築物 253,433 12,494 108,273 157,653 124,915 4,049 32,737

 機械及び装置 4,407,324 71,005 1,385,294 3,093,035 2,587,055 102,769 505,980

 車両運搬具 18,378 － 3,929 14,449 13,665 120 784

 工具器具及び備品 785,339 99,108 107,077 777,369 671,573 70,809 105,796

 土地 2,789,958 11,125 591,609 2,209,474 ― ― 2,209,474

 建設仮勘定 46,083 241,298 202,243 85,138 ― ― 85,138

         
有形固定資産計 10,382,096 454,667 3,109,921 7,726,843 4,375,205 209,806 3,351,637

無形固定資産        

 ソフトウェア ― ― ― 9,364 4,796 1,747 4,567

 諸施設利用権 ― ― ― 6,579 602 172 5,977

無形固定資産計 ― ― ― 15,943 5,399 1,919 10,544

長期前払費用 380 789 42 1,126 ― ― 1,126



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) 1「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

2 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のと

おりであります。 

  

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 555,000 450,000 2.2 ― 

１年以内返済予定の長期借入金 142,700 998,942 3.2 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

1,037,312 38,370 2.0 平成19年～平成20年

その他の有利子負債 
営業預り保証金 

75,885 69,416 2.0 ― 

合計 1,810,897 1,556,728 ― ― 

  
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 38,370 ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

(注) 当期末における自己株式は、324,102株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円)   1,000,000 － － 1,000,000

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (注) (株) (19,167,715) (－) (－) (19,167,715)

普通株式 (千円) 1,000,000 － － 1,000,000

計 (株) (19,167,715) (－) (－) (19,167,715)

計 (千円) 1,000,000 － － 1,000,000

資本準備金 
及びその他資
本剰余金 

(資本準備金)  
株式払込剰余金 
  
（その他資本剰余金） 
資本金及び資本準備金減少
差益 

  
(千円) 

  
  

(千円) 

  
250,000 

  
  

218,339 
  

  
－ 
  
  
－ 
  

  
  
－ 
  
  
－ 
  

 
  

250,000 
  
  

218,339 
  

計 (千円) 468,339 － － 468,339

利益準備金 
及び任意積立
金 

(利益準備金) (千円) － － － －

(任意積立金) (千円) － － － －

計 (千円) － － － －

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 22,980 1,145 － 1,380 22,745

賞与引当金 41,767 40,375 41,767 － 40,375



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

内訳 金額(千円)

現金 162

預金の種類  

 当座預金 624,063

 普通預金 3,092

別段預金 496

計 627,652

合計 627,814

相手先 金額(千円)

安宅建材㈱ 186,349

㈱ミカド 76,310

東建リーバ㈱ 36,645

揖斐建㈱ 33,487

日野興業㈱ 30,859

その他 467,615

合計 831,268

期日別 金額(千円)

平成18年  

    ４月 220,346

    ５月 194,814

    ６月 241,546

    ７月 154,185

    ８月 20,374

合計 831,268



ハ 売掛金 

相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ニ 製品 
  

  

相手先 金額(千円)

㈱日立ハウステック西日本 74,631

安宅建材㈱ 72,948

㈱ＩＮＡＸ 61,727

大和ハウス工業㈱ 47,050

㈱アイフルホームテクノロジー 34,795

その他 554,315

合計 845,468

前期末残高 
(千円) 
Ａ 

当期発生高 
(千円) 
Ｂ 

当期回収高
(千円) 
Ｃ 

当期末残高
(千円) 
Ｄ 

回収率(％)
  

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留期間(日) 
  Ａ＋Ｄ   
  ２   
  Ｂ   
  365   

916,260 5,804,045 5,874,836 845,468 87.4 55

品目 金額(千円)

陶製ブロック／外装床陶板 187,991

衛生陶器 264,881

衛生機器附属品 182,629

ユニット製品 45,994

合計 681,497



ホ 原材料 
  

  

ヘ 仕掛品 

  

  

ト 貯蔵品 

  

  

品目 金額(千円)

素地原料 39,225

ユニット材料 39,135

プラスチック原料 8,522

金具材料 89

釉薬原料 24,867

その他 12,143

合計 123,983

品目 金額(千円)

衛生陶器 58,253

陶製ブロック／外装床陶板 5,495

衛生機器附属品 4,592

ユニット製品 57

合計 68,398

品目 金額(千円)

用度品外雑品 24,856



② 流動負債 

イ 支払手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

ロ 買掛金 

相手先別内訳 

  

  

相手先 金額(千円)

さつき㈱ 163,497

㈱喜多村合金製作所 69,327

㈱エフ・ピー・ケー 33,890

共立マテリアル㈱ 28,845

ダイナパック㈱ 21,034

その他 491,070

合計 807,667

期日別 金額(千円)

平成18年４月 162,504

    ５月 191,601

    ６月 223,310

    ７月 170,082

    ８月 60,167

合計 807,667

相手先 金額(千円)

㈱ＩＮＡＸ 44,829

さつき㈱ 23,571

㈱サン愛 20,047

星和化成㈱ 18,671

大北産業㈱ 18,039

その他 282,407

合計 407,567



ハ 短期借入金 

  

  

ニ 一年以内長期借入金 

  

取引先 金額(千円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 350,000

㈱三井住友銀行 100,000

合計 450,000

取引先 金額(千円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 967,798

㈱三井住友銀行 11,104

知多信用金庫 20,040

合計 998,942



③固定負債 

イ 長期借入金 

  

  

ロ 土地再評価に係る繰延税金負債 

  

  

取引先 金額(千円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 20,000

知多信用金庫 18,370

合計 38,370

内訳 金額(千円)

本社及び本社工場等土地再評価に係る繰延税金負債 733,208



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注)  平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

 http://www.janis-kogyo.co.jp/ 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、 
10,000株券、100株未満表示株券 

中間配当基準日 ―月―日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 名古屋市中区栄三丁目15番33号 中央三井信託銀行株式会社名古屋支店 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき300円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 名古屋市中区栄三丁目15番33号 中央三井信託銀行株式会社名古屋支店 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 
当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ

て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  
  
(2) 
  
  
(3) 

  

(4) 

  

(5) 

  

  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 
  
有価証券報告書の 
訂正報告書 
  
有価証券報告書の 
訂正報告書 
  
半期報告書 
  
  
自己株券買付状況 
報告書 
  
  

事業年度 
(第71期) 
  
事業年度 
(第70期) 
  
事業年度 
(第71期) 
  
(第72期中) 
  
  
  
  
  
  
  

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 
  
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 
  
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 
  
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 
  
平成17年８月11日 
平成17年９月８日 
平成17年10月12日 
平成17年11月８日 
平成17年12月９日 
平成18年１月12日 
平成18年２月10日 
平成18年３月10日 
平成18年４月10日 
  
  
  
  

  平成17年６月30日 
東海財務局長に提出。 
  
平成17年８月17日 
東海財務局長に提出。 
  
平成17年８月17日 
東海財務局長に提出。 
  
平成17年12月15日 
東海財務局長に提出。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
東海財務局長に提出。 
  
  
  
  
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  

独立監査人の監査報告書 

  
平成17年6月30日

ジャニス工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャニス工業株式会

社の平成16年４月１日から平成17年3月31日までの第71期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フ

ロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャニス工業株式会

社の平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                    以  上 

  

  

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 磯部 淳夫 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 中谷 敏久 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

独立監査人の監査報告書 

  
平成18年6月29日

ジャニス工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ジャニス工業株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第72期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジ

ャニス工業株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                以  上 

  

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社員
業務執行社員

公認会計士 中谷 敏久 

指 定 社員
業務執行社員

公認会計士 安藤 泰行 
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